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1.まえがき

現在首都圏では､東海 ･東南海 ･南海地震などの大地

震の発生が危倶されており､地森災害に対する防災意識

の高揚が望まれている｡地震災害による被害の軽減を図

るには､ハー ドな防災対策とともにソフトな防災対策､

すなわち地域住民が ｢自らの身は､自ら守る｡皆のまち

は皆で守る (自助､共助)Jことが大切であるという認

識を持ち､自主防災組弁が市町村等と連携し防災活動を

行うことが重要である｡

本研究は､神奈川県県央地域の自主防災組絵を対象と

してどの程度まで組織作りが進んでいて､どのような意

雅と活動実態を把握し､それを明確にし防災に関する情

報を共有化を行い､さらに､2006年度 ｢神奈川県西部地

域でのアンケー ト｣(りの結果も含めて､西部､県央部地

域の自主防災意織の実態を明らかにすることを目的にし

ている｡

2.調査方法
アンケー トは2006年度に使用したものと同じシー トを

用いた｡アンケー ト調査により､自主防災組織の活動実

態､組織構成などを明らかにするため､質問項目を r組

練の構成｣､ ｢平常時の防災対策｣､ ｢防災訓練の内

容｣､ ｢被災後の対応力､危機対応力｣､ ｢防災マップ

について｣と分類し､最終評価を行う｡質問項目は40項

目とした｡アンケー ト内容の一部を表 1に示す｡

表1.アンケー ト8E要抜粋

番号 質問内容 分類

質問10 防災活動マニュアルを策定していますか. ①
質問15 自主的な防災活動拠点を持ち婁億を行っていますか. ①
質問19 -年に何回行っていますか｡ ②
質問20 一回あたりの住民の参加はどの程度ですか. ②

質問24 簾災時の遭矧こ関するマニュアルを策定していますカ ③
質問28 避jI所運営マニュアルを策定していますか. ③

質問32 市区町村が作成した防災マップを知っていますか. ㊨
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調査地域は神奈川県､県北 1市 ･県央 5市 1町 1村 ･

湘南地域4市3町のそれぞれの自治会で結成する自主防

災組絵を対象として行った｡また､調査方法としては､

直接市町村役場と自治会連合団体に協力を依頼し､アン

ケー トを各自治会に配布 してもらい､返信用封筒によっ

て回収した｡アンケート配布対象地域は図1に示す｡

図17ンケート配布地域
3.配布と回収 表27ントト配布 ･回収数 一覧
配布数1915通 に 対して

939通 (回収率 49%)の回

答を得た｡各市町村別アン

ケー ト回収結果を表2に示

す｡

4.アンケー ト結果

自主防災活動で行政主導の

防災訓練-の参加は79%の

高い回答があった｡しかし､

1年間に行う回数は 1回の回

答が64%と多かった｡災害時

の避#場所､情報伝達の手段

は多くの組溝 が把握してい

I. 回収回収車
A市 217 132 61%
E市 59 3254%
Z市 20ー 70 35ヽ
Y 146 66 45ヽ
ー市 111 53 481
H市 235 124531
C市 130 76 58一
H■市 248 11747ヽ
AV市 14 536ヽ
S■r 26 ll 一2ヽ
NPT 20 12 COS
KfS 32 1547ヽ
AirT 2ー 13 62ヽ
S●市 一31 208 4仇
0■r 24 5 21%

ることが分かった｡また､市町村の防災マップの認知度
は高く､8宙は弓が持っていると回答した｡危険箇所につ
いては崖､急傾斜地などの回答が多かったが､都市化が



進んだ地域では住宅地が多く､ ｢危険箇所はない｣とい

う回答も多かった｡マニュアル策定､防災新聞の発行､

家庭内での耐雇補強等の防災活動の普及など取り組みが

遅れていることが回答されている｡自治会長の多くは､

個人情報保護法により災害弱者の把握が困穀な点や､マ

ンション等の自治会未加入者-の対応を問題点としてあ

げている｡これから推測すると防災訓練のような活動が

組織的なもの-の意欲は商いが､個別的な活動-の意歌

は低く､自助という観点からの防災意識は比較的低いも

のと思われる｡
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図2 アンケー ト結果グラフ

5.市町村別の評価

(1) 比較方法

表 1に示した 8つのアンケー ト項目から､市町村別回

答の比較を行 う｡平常時の防災対策は自主防災組織の体

制､防災訓練は回数と住民の参加率､危機対応力はマニ

ュアルの策定の有無について､防災マップは地域内の危

険箇所の把握を柱とし､4つの軸に定量的に 5点満点で

得点化 し､その得点率を市町村別にまとめレーダーチャ

ー トにより評価を行った｡その中で明確に特徴的な相違

が認められたA市 ･S町 ･K村の結果について図3に示し､

それぞれについて比較検討した｡

(2) 評価結果

図 3の結果から､A市は全体的に高い評価だが､唯一

防災訓練の項目だけが低い得点になっている｡K村は平
常時の防災対策は高いが防災マップについては危険箇所

が多いのにもかかわらず対象地域の中で 1番低い結果と

なった｡S町は防災マップ以外の項目が低い評になって

いて地域の防災性が低いといえる｡

6.要因分析 ･考察
A市は被災後の危機対応力 ･マニュアルの策定が他の

市町村より進んでいるが､防災訓練については ｢防災訓

練-の参加率が低い｣という回答が多いことからも今後

の住民の防災意識の向上が課居である｡K村は防災マ

マップやマニュアルなどのシステム的な部分が作られて

いなく町内の危険箇所を知らないと回答した自治会が 7

割以上であった｡しかし､防災訓練の参加率は高い｡S

町は被災後の危機対応力 ･マニュアルの策定をしてい

る ･防災訓練-の参加率が 20%以上と回答した自治会が

なかったために評価値が低いと考えられる｡

7.県西地域 との比較 ･検討

両地域のレーダーチャー トから明確な差は見られない｡

しかし､防災訓練の項目では､県西部より県央部地域の

ほうが 1回あたりの防災訓練-の参加率が低い結果とな

った.一方､マニュアルの策定や防災マップの作穀率な

どのシステム的なものは県央部地域のほうが良い結果と

なった｡各市町村では今後､防災訓練-の積極的な参加

の呼び掛け ･実施や被災後のマニュアルの策定について

考慮すべきである｡
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8.まとめ

ハー ドな防災対策等の面から危険性が高い地域が必ず

しも地域の防災力が商いとは限らず､住民の意織や自治

休の支援が活動内容に大きな影響を与えている｡今後住

民の防災-の取り組みに対してどのように啓蒙すべきか

が課題であると考えられる｡

2006･2007年のアンケー ト調査で､各市町村内の自治会

の防災活動の実態を一部把握することが出来た｡さらに､

東部地域についても同様なアンケー ト調査を行い､県全

体の自治会組織の実態を明らかにし､ソフト面での防災

性の評価についても詳細に明らかにすべきであると考え

る｡
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